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Ⅰ．基本情報  

特定非営利活動法人 全国認知症グループホーム協会（全国GH協）概要   

「住みなれた町にグノレープホームを～その人らしく最後まで～」を合言葉に、全国痴呆性高齢者グノレープホーム連絡協議会  

を平成10年5月に結成し、それ以来全国各地に1つでも多くのグノレープホームが設立されること、量的拡大と同時にサービ  
スの賞を保証し向上を図ること、そのための運営の安定を確保するために会員相互の力を結集しながら、様々な活動を積み重  
ねてまいりました   

平成12年4月に介護保険制度がスタートし、現在、グノレープホームlよ介護保険サービスの一翼を担うまでに成長を続け  
ております。認知症のお年寄りが本当に安心して暮らせるように、グノレープホームケアの質の確保、技術の向上と、それを保  
証する教育■研修の確立、運営費の確保、情報開示と人権擁護など、取り組まなl仇まならない課詠またくさんあります。   
全国GH協はさらなる事業の拡大や強化、充実を図ると同時に組織としての信頼度を高めるため、平成12年10月にNPO法  
人（特定非営利活動法人）の取得をし、名称も全国痴呆性高齢者グループホーム協会と改め、名実共に第一歩を踏み出しまし  
た。平成16年12月に「痴呆」から「認知症」への用語の変更を受けて、平成17年10月、「全国認知症グノレープホーム協会」  
に改称いたしました。   

是非とも全国認知症グループホーム協会（全国GH協）に参加してグノレープホームの健全な発展のために共に歩みましよう。  

監事  役員  

（神奈川県一延命法律事務所）  

（東京都・フューチャーアーキテクト株式会社）  

（東京都・高士公認会計士事務所）  

延命 政之  

小西 直人  

高士 哲夫  

顧問（五十音順）  

柏木 昭  

杉山 孝博  

高見 国生  

田中香南江  

永田久美子  

長谷川和夫  

福島 弘毅  

堀田  力  

山崎 摩耶  

代表理事 木川田典禰（岩手県・グノレープホームつばき）  

副代表理事 岩尾 貢（石川県・グノレープホームやたの）  

（北海道・グノレープホームもえれのお家）  

（新潟県・グノレープホームこいて）  

（徳島県・グノレープホームさくら）  

（千葉県t夏目設計事務所）  

（栃木県・グノレープホーム森の舎）  

（石川県・グノレープホーム花園の里）  

（鳥取県・グノレープホームともさん家）  

（大阪府・グノレープホーム大阪線ケ丘）  

（岩手県・グループホームつくしの里）  

（青森県・グノレープホームシルバーヴィラ弘前）  

（愛知県・サポートハウス藤が丘）  

（東京都・ミニケアホームきみさんち）  

（佐賀県・医療法人ゲズンハイト）  

（岡山県・グノレープホームのどか）  

（神奈川県・グノレープホームまりや）  

（広島県・グループホーム沼南ひだまり）  

長井 春子  

常任理事 佐々木勝則  

武久 一郎  

夏目 幸子  

正岡 太郎  

理事  石林 爾即  

金田 弘子  

河崎 茂子  

熊谷 茂  

下田  肇  

永田 裕之  

林田 俊弘  

安倉 俊秀  

矢山 修一  

吉田 正浩  

安原耕一郎  

事業内容  

（日本精神保健福祉士協会名誉会長）  

（川崎幸クリニック院長）  

（認知症の人と家族の会代表理事）  

（高齢者グノレープホーム横浜はつらつ）  

（認知症介護研究・研修東京センター主任研究主幹）  

（認知症介護研究・研修東京センターセンター長）  

（福島外科クリニック院長）  

（さわやか福祉財団理事長）  

（前日本看護協会常任理事）  

○グループホームにおけるケアサービスを向上させるための調査と研究  

○グノレープホーム設立および運営に関する支援  

○グノレープホーム職員に対する各種研修  

○グループホームの全国的ネットワークづくりと情報収集およぴその提供  

○グノレープホーム事業に対する理解を深め、協力を得るための啓発・広報活動  

○行政その他関係棟関との連携、連絡、調整に関する事業  

○機関誌および出版物の発行 他  

会員特典   

○機関誌／全国GH協榛関誌「ゆったり」の定期購読。（購読料は会費に含まれています。）   

○各種研修会、セミナー及びフォーラム等の開催について優先案内、会員割引あり。   

○グノレープホームの総合補償制度への加入。   
○立ち上げ・運営に関する電話相談／質問への回答。  

会見及び会費について 

○正会員：認知症グループホーム事業を行う団体（年猿 グループホーム入居定員数×3，000円）   

○準会員：認知症グノレープホーム事業を行なおうとする団体又は個人（団体会員…年額3万円／個人  

会員・・・年額1万円）   

○－・般会員：本会の目的に賛同する正・準会員以外の団体又は個人（年額1口1万円以上）   



1．事業所属性  

（基礎資料：全国認知症グノレープホーム協会会員における経営主体別状況）  

（1）全国GH協正会員数1716社・団体（平成19年9月30日現在）   

（2）法人別グノレープホーム事業所内訳  

法人種別   経営主体数   事業所数   構成比（事業所）   

株式・有限会社   808 社   976事業所   46．5％   

医療法人   390団体   486事業所   23．2％   

社会福祉法人   343団体   430事業所   20．6％   

NPO法人   133団体   157事業所   7．5％   

その他   42団体   46事業所   2．2％   

合計   1716社t団体   2095事業所  

（3）経営主体別による法人内訳  （平均事業所敢1．22事業所）  

1経営主体の運営事業所  株・有  医 法  社福  NPO  その他   合計   御比   

714   325   292   114   39   1484   86．5 ％  

2  60   51   33   14   2   160   9．3 ％  

3  25   8   9   5   48   2．8 ％  

4   4   0   0   7   0．04％  

5  2   3   0   0   6   0．04％  

6  2   0   0   4   0．03％  

7   0   0   0   2   0．01％  

8   2   0   0   4   0．02％  

19   0   0   0   0   0．01％   

合計  808   390   343   133   42   1716  

平均ユニット数1．59ユニット  

（1ユニット事業所  1033）  

（2ユニット事業所  962）  
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（4）経営状況  

（掛：平成18年度厚生剥離補助事業「芸訊症列レー琳－ム事槻蛭・槻轍宣書」）  

ア．事業活動収支の全般的な状況  

回答のあった565事業所のうち、事業活動収支について記入のあった．325事業所の収支分布をみる   

と、事業活動収入の3，500万円と7，000万円前後に2つのボリューム・ゾーンがみられる（グラフ参   

照）。これl£1ユニットと2ユニットの事業活動収入規模に見合うと考えられる。  

事業活動収支の分布状況（有効回答325事業所）  
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活
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）
 
 

0  20  40  60  80  100  120  

（事業活動収入）  （百万円）  

（注）  

①グラフの「収支均衡線（450線）」を挟んで、左上は赤字事業所を示し、右下が黒字事業   
所を表す。  

②回答事業所lよ概ね「均衡線」付近に分布しており、極端な赤字（または黒字）事業所   
は少ない。回答事業所の収支傾向を示す「最小二乗線」（太線）と、収支均衡線との間が  

「収支差」を示すが、事業規模が大きくなるにつれて収支差も大きく開く傾向にある。一  

方、事業規模が小さくなるにつれ、収支差は縮小し、事業活動収入が2，200万円を境に赤   

字となる。  

③なお、グラフは見やすいように、事業収入が120百万円以上の事業所はプロットを割愛   

している。  
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イ．ユニット別の状況   

ユニット別に事業活動収支状況をみると、1ユニットの活動収支差額比率は7．8％、2ユニット以  

上は10．1％となっている。活動収支差額比率のみでは2ユニット以上の方が高く、スケールメリット  

が働いているように見える。しかし、事業活動外の収支を加えた「経常収支差額比率」でl£それぞ  

れ7．9％と6．9％となり、規模の大きな2ユニット以上で、経常段階の収支が悪化している。逆にいえ  

l£1ユニットでは、事業収入の不足を補うため、活動外収入の増収努力をしているとみることもで  

きる。ただし、今回の調査では事業活動収入の明細は確認していない  

ユニット別の収支状況（平均）  

1ユニット  2ユニット以上  

12了  

19 44  

98 6％   

74．508．623 100 0％  

55．710．742  74 8％  

有効回答数  

定員   

入居者数  

137   

8．73   

8，55   

97＿9％  
壬  

33，791，938100．0％  

、烏ヰ■宅介護サーヒス収入  
刊
 
 

蒜
∵
け
 
 

24，925，756  

4．052，022   8，496，464 什4％  

ノ■－－一‾  一       1 9，289．525 12．5％  
66，965．393  89．9％  

正i占古．6而扇「元「                     ト  

【保険外利用料収入  
「＋‾‾〟‾‾山  
迂！？他利用料収入  4．206，437 12．4％  

31．143，211 92＿2％  

21．521．203 63．7％  

14．707，580 43．5％  

事
業
活
動
収
支
 
 

事業活動支出計  

うち正規職員  32，297．623  43．3％   

26．261，080  35．2％  

4．715，404  6＿3％   

2．107．620  2．8％  

7．543．230Jlも「罷）  
、＿＿′  

2．了23，773 100．0％  

3．079．087 ‖3．0％  

1．175．614  43．2％  

経費  11．766．193 34．8％                                                                                                                         ■   
ー 

．  1  

1，352，969 4．0％1  

うち食材料費  

うち光熱水費   

」
 
 

、
1
J
 
 

鍋
 
 

2，648．727l′7．  舌動収支差額（収支  
±－＿f  

1，541，061100．0％ 

2，025，224131．4％ 

360，918 23．4％  

活動外支出計  

ち借入金利息  

収支差額（収支  2，796・903・王車±」  、＿ノ          5，235．017 正前、I  

ユニット数別の収支分布状況  

160  

140  

120  

100  

80  

60  

40  

20  

70   80  20  40  60  80  100  120  140  160  50    60  
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（5）介護報酬の加算の算定状況（医療連携体制加算の対象について）   

［全体］   

医療連携体制の状況について、加算の対象になっている事業所は全体の58．2％で、38．1％の事業所は対象  

外となっている。   

［法人格別］   

法人格別に特徴があり、医療法人では医療連携体制の割合が8割近くを占めている。一方、社会福祉法  

人は49．7％と平均を下回り、株式・有限が53．4％、NPO・その他が60．0％となっている。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

田無回答  田いいえ   ロはい  

2．介護労働者の属性  

（1）職員の状況   

ア．正規職員割合（看護・介護職以外を含む）  

［全体］  

職員の雇用形態について、全体の正規職員の割合は平均で58．6％となっている。  

割合別の構成費でみると、「50～70％未満」が44．2％、「70％以上」が27．6％、「30％～50％未満」が   

18．1％となっており、正規職員比率が50％以上の事業所が全体の7割程度となっている。  

【法人格別］  

法人格別に正規職員比率の平均をみると、医療法人は61．5％で最も高く、次いで株式・有限が59・7％、   

社会福祉法人が56．3％、NPO・その他が54．6％となっている。  

社会福祉法人では「10～30％未満」が2割あり、正規職員比率が低い事業所も多いことがわかる。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

十 

［平均：5臥6％】  
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03＿1N2N正規職員割合  

A 【コ   
3   5   7   無   平  

計   0   0   0   0   0   回   均  
％   ％   ク∈ 臼   割  
未   3   5   7   以  ノゝ 【：コ  

満   0  0  0  上  

％  ％  ％  ％  
未  未  末  

満  満  満  

N   565   0   56   102   250   156   564  

％  100．0   0．0   9．9   18．1   44．2   27．6   0．2   58．6   

N   161   0   32   18   66   45   0   161  

％  100．0   0．0   19．9   112   ・ 280   56．3   

医療法人   N   116   0   6   25   49   36   0   116  

1000   0，0   2   21・6   422 00   615 

株式・有限   N   234   0   49   110   63   233  

％  1000   00   47   20．9   47．0   04   

0   6   9   25   10   0   50  

0．0   12．0   18．0   5  20．0   0．0   54．6  

0   0  2   0   4  社会福祉法人  0．0   25．0   25－0   0．0   50．0   0．0   61－4   

事
業
所
の
法
人
格
 
 

＊平均欄は上段が有効N、下段が平均値を表示している。   

イ．看護・介護職員の属性   

① 雇用形態   

【介護職】   

介護職員の雇用形態l£正規職員が55．3％、非正規職員が44．7％となっている。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％   

【看護職】   

看護職旦の配置がある254事業所で、看護職の雇用形態をみると、正規職員比率が52．2％、非正規  

職員比率が47．8％となっている。介護職員との雇用形態の差はみられない。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

52 2  

□正規採用（看護職員）  田非正規採用（看護職員）  

② 性別  

【正規職員】  

正規職員全体でlよ男性が19．4％、女性が80．6％となっている。  

0％  20？i  40，ら  60％  80％  100％  

（有効N：563）  

田女性（正規職員）  口男性（正規職員）   
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【非正規職員】   

非正規職員全体でlよ男性が9．9％、女性が90．1％で、正規職員に比べて男性の割合が10ポイント  

程度低い。  

2鍋  40％  60％  80％  100％  

＋」‾－ 一一  一肌‾‾‾肝¶ 十＋▲‾一 丁‾r∴「  ・
 
 

（有効N469）  

臼女性（非正規職月）   ロ男性 く非正規職員）  

③ 年齢層  

a．正規職員   

正規職員の年齢層軋20代、30代、40代、50代ともに20％台となっており、全体的に多様な年   

齢層の職員が就業している。60代の職員も5％程度いる。  

［法人格別］   

法人格別にみても顕著な差はみられないが、NPO・その他でlよ20代の職員割合が低い一方で、  

50代職員の割合が高い傾向がみられる。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（有効N555）  

3   4   5  貞6  
十   0  0   0   0   0   ） 0  

代  代   代   代   代   
正  

歳  
以  

規   正  正   正   正   正   
職   

上  
規  規   規   規   規  

貝   強  職   塩   職   職   正  
貞  員   貞   員   貞   規  

隠   
全仏  N  565  565   565  565  565  565  565  

有効N                    555  555   555  555  555  555  555  

平均値  100，0  0．7   26．3  2ト1  22．4  24．2  52   

社会福祉法人  N  16l  16l   161  161  161  161  161  

有効N                    159  159   159  159  159  159  159  

直森三吏人   N  
平均値  †00．0  0．8   26．1  22．3  21．8  251  40  

116      116  116  116  116  116  

奉  有効N  

某  平均値  
所  株式▲有限   N   23i  234     234    234  234   

の  有効N  228  228   228  228  228  228  228   
法  平均値  1000  0．8   28．0  

50   50  50   50   50   50   50   

人  50   50  50   50   50   50   50  

平寧鱒  
無  N   4   4  4   4   4   4  4  

有効N   4   4  4   4   4   4   4  

平均値  100．0  2．1   20．8  406  156  177   3．1  

b．非正規職員   

非正規職員の年齢層lよ「50代」が31．3％で最も高く、ついで「40代」が20．0％、「60代」が15．8％  

で、正規職員に比べると高齢者層が多くなっている。   

［法人格別］  

法人格別では顕著な差はみられない。  
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0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（有効N463）  

07 

A  員l  鼻2  員3  員4  員5  ：’≡ ●  
計  ） 0  ） 0  ） 0  、JO  ） 0  鼻0  

代   代   代   代   代  ）歳  
非  以  
正   非   非   非   非   非   上  
規   正   正   正   正   正  
職   規   規   規   規   規   非  
員   職   職   隋   】■三   職   正  

規   
全体  N  565  565  565  565  565  565  565  

有効N                   463  463  463  463  463  463  463  
平均値  1000   0．8  146  17．4  200  313  158   

社会福祉法人  N  161   161   161   161   161   16l  161  

有効N                   123  123  123  123  123  123  123  
平均堅  
N   

03  】61  171  211  3P旦  150  
116  116  116  116  116  116  116  

有効N   92   92   92   92   92   92   92   
事  

業  N  

平均値  1000  03  174  162  197  296  16，8   
宮元  234  234  234  234  234  234   

の  有効N                    198  198  198  198  19B    †98   
法  平均値  1000   1旦  

50  50   50   50   50   50   50   

人  47   47   47   47   47   47   47  

平均値  08    199  226  296  15．4  
有面竜  N   4   4   4   4   4   4   4  

有効N   3   3   3   3   3   3   3  

平均値  1000   00  182  197  121  439   6l  

＊サンプルごとに構成比を算出しその平均値を表示している。  

ウ．看護職鼻の有無   

【全体］   

看護職員の配置の有無とみると、「いる」が全体の45．0％となっている。  

［法人格別］   

法人格別に看護職がいる割合をみると、「NPO・その他」が最も高く54．0％、次いで「株式・有  

限会社」が52．1％、「医療法人」40．5％、「社会福祉法人」34．8％となっている。   

単独型事業所の多い、株式一有限、NPO・その他で看護師を配置する事業所が若干多く、母体法  

人の応援が期待できる社会福祉法人、医療法人でl；嬉己直している割合が低い傾向がみられる。  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

全体  
（N：565）  

社会福祉法人  
（N：161）  

医療法人  
（N：116）  

株式・有限  
（N：234）   

N PO法人・その他  
（N：50）  

無回答  
（N：4）  

田無回答  同いない   
L  

る  
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エ．介護支援専門員の状況   

・資格者の割合  

［全体］   

全体でlよ計画担当者数の平均lよ1．2人で、そのうち介護支援専門員である割合lよ75．6％である。  

［法人格別］   

法人格別にみると、社会福祉法人、医療法人、株式・有限では70％台であるのに対し、NPO・そ  

の他は94．8％と飛びぬけて高い。  

Q4rlS介護支壬髪専門員の」犬況  

＊j葦格害Il合lまサンプノしこ’とに害り合を算出しその平均値を表示して－いるく  

（2）職員の給与・年収   

ア．介護職員（常勤）  

① 正規介護職員   

［全体］  

全体の平均でみると、1年目の給与は15．7万円、6年目の給与は18．4万円。  

年収でみると、1年日が229．3万円、6年目が274．8万円となった。  

［法人格別］  

法人格別の顕著な差は認められず、いずれも5千円以内の差に収まっている。  

② 非正介護規職長   

［全体］  

一方、ヲ旺涜職鼻（常勤者）の1年日給与は13．1万円、6年目の給与は15．0万円。  

年収でみると、1年目は173．8万円、6年目は201．2万円となった。  

正規と非正規の差は、6年目の年収ベースで73．6万円となった。  

［法人格別］  

一方、非正規職員（常勤者）の1年日給与をみると、社会福祉法人が13、8万円で最も高く、NPO・   

その他は11．7万円で最も低い。両者の差は2万円程度ある。  

また、同様に6年目給与をみると、社会福祉法人は15．6万円、NPO・その他は14．2万円となっ   

ている。  

9   



Q17＿1」」給与年収（常勤介護職員）  （万円）  

イ．看護職鼻（常勤）  

（D 正規看護職員  

［全体］   

介護職と看護職の6年目年収を比較すると、介護職が274．8万円で、看護職が317．1万円で、40万  

円程度の差がある。   

全体の平均でみると、1年目の給与は18．9万円、6年目の給与は21．8万円。年収でみると、1年目  

が274．6万円、6年目が317．1万円となった。   

［法人格別］   

介護職に比較すると、看護職での法人格別による給与の差が目立つ。1年目の平均でlよ株式有限  

が17．7万円なのに対し、社会福祉法人は18．6万円、医療法人は19．7万円、NPO・その他では24．9  

万円となっている。6年日の給与でみても、株式・有限が最も低く、19．8万円、社会福祉法人が21．5  

万円、医療法人が23．0万円、NPO・その他が30．6万延となっている。   

給与、年収ともに、NPO・その他の平均が高いが、個別データをみると、サンプル致が少ない中  

で全体平均の2倍程度支払っている事業所が1ケ所存在しており、集計結果に影響を及ぼしている。  

（このサンプルの除いたNPO・その他の平均額は、給与：1年日が21．5万円、6年目が26．5万円、  

年収：1年目が278．0万円、6年目が342．3万円となる。）   

年収ベースでlよ医療法人の336．9万円と株式・有限の差が52．5万円程度となっている。  

01－7＿1＿3▼1給与・年収（常 勤看護職 員）  

正 規 職 員  

1年 自 の給  6年 邑 の給  1年 目 の年  6年 臼 の 年  
与   与   収   収   

全 体  N  565   565   565   565  

有効N  109   109   109   109  

平 均 値   189   21．8   2746   317，1   

社 会 福 祉）主 人   N   161   161   161   161  

有 効 N   42   42   42   42  

平 均 値   18，6   2l5   288．8  333．5  
医療 法 人   N   116   116   116  1T6  

事  有 効 N   22   22   22   22   

業  平 均 値   19．7   23 0   286．0   336．9   
所  株式・有限   N   234   234   き34   234 

の  有 効 N   38   3B   38   38   
法  平 均 値   17 7   †98   2447  274．4  
人 格                  NPO法 人・その 他   N   ㌃す   50   50   50  

有 効 N   7   7  

平 均 値   249   306  315，4  387 7  
無 回 答   N   4   4   4   4  

有 効 N   0   0   0   0  

平 均 値   0．0   00   00   00   
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